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第２四半期累計期間業績予想と実績値との差異及び 
通期業績予想並びに配当予想の修正に関するお知らせ 

 

 

平成25年８月７日に発表した平成26年３月期第２四半期累計期間（平成25年４月１日～平成25年９月30日）

（以下、第２四半期）の連結業績予想と実績値との差異が生じましたのでお知らせいたします。 

また、最近の業績の動向等を踏まえ、本日開催の当社取締役会において、平成25年５月14日に発表した平

成26年３月期通期業績（平成25年４月１日～平成26年３月31日）及び１株当たり配当予想（以下、前回予想）

を下記のとおり修正することを決議いたしました。 

 

なお、本日発表の「2014年３月期 第２四半期 決算説明資料」においても、本リリース内容に関する状況

を記載しておりますので、こちらも併せてご参照ください。  

当社IRサイト:<http://www.next-group.jp/ir/index.html> 

 

 

記 

 
１．平成 26年３月期第２四半期の業績予想数値と実績値の差異について 
（1）連結業績（平成25年４月１日～平成25年９月30日） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 四半期純利益 
１株当たり

四半期純利益
 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前 回 発 表 予 想 （Ａ） 6,604 920 913 523 27.84 

実 績（Ｂ） 6,852 1,413 1,412 826 44.00 

増 減 額（Ｂ－Ａ） ＋248 ＋492 ＋499 ＋303 ― 

増 減 率（％） ＋3.8 ＋53.5 ＋54.7 ＋58.0 ― 

（参考）前年同期実績 5,500 942 921 525 27.99 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
２．業績予想修正の主な要因 
［連結売上高について］ 

当第２四半期のセグメント毎の連結売上高は以下のとおりです。 

セグメント別売上高比較 
不動産情報 

サービス事業
その他事業 合計 

 百万円 百万円 百万円

前 回 発 表 予 想 （Ａ） 6,547 56 6,604 

今 回 修 正 予 想 （Ｂ） 6,787 65 6,852 

増 減 額（Ｂ－Ａ） ＋239 ＋8 ＋248 

増 減 率（％） ＋3.7 ＋15.2 ＋3.8 

（参考）前年同期実績 5,445 54 5,500 

    ※当期より、地域情報サービス事業は全事業に対する金額的重要性が乏しくなったため、 

その他事業に含めて表示しています。 

 

主力事業である不動産情報サービス事業の内、総掲載物件数No.1の不動産・住宅情報サイト『HOME'S』

において、2012年11月(平成24年11月)に実施したサイトリニューアル以降、Googleに代表される検索エ

ンジンで上位に表示されるキーワードが引き続き増加傾向にあることや、TVCMや交通広告、WEB広告や大

規模キャンペーン等の積極的なブランディングプロモーション活動等により、前回発表を上回るペース

で問合せ数が増加し、売上高は好調に増加いたしました。 

これにより、セグメント別では、不動産情報サービス事業が、前回予想比＋239百万円、＋3.7％、そ

の他事業が＋８百万円、＋15.2％と予想を上回りました。その結果、第２四半期の売上高は6,852百万円

（対前回予想比＋248百万円、＋3.8％）となりました。 

 

［連結利益について］  

利益面では、前述のとおり、連結売上高が業績予想を上回ったことや、一部の経費の発生が下期にず

れた結果、第２四半期の販売管理費は5,232百万円（対予想比▲229百万円、▲4.2％）となり、営業利益

が1,413百万円（同＋492百万円、＋53.5％）、経常利益が1,412百万円（同＋499百万円、＋54.7％）、

四半期純利益が826百万円（同＋303百万円、＋58.0％）となりました。  

 

 

３．平成 26年３月期通期業績予想の修正 
（1）連結業績（平成25年４月１日～平成26年３月31日） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益
 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前 回 発 表 予 想 （Ａ） 13,041 1,322 1,314 741 13.16 

今 回 修 正 予 想 （Ｂ） 14,282 1,690 1,687 940 16.69 

増 減 額（Ｂ－Ａ） ＋1,240 ＋368 ＋372 ＋199 ― 

増 減 率（％） ＋9.5 ＋27.8 ＋28.4 ＋26.8 ― 

（参考）前年同期実績 11,962 1,591 1,549 614 10.89 

※当社は平成26年１月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施する予定です。 
１株当たり当期純利益は、前期を含め当該分割後の発行済株式総数に基づき計算しております。 
なお、株式分割については同日発表の「株式分割及び定款の一部変更のお知らせ」をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 
４．業績予想修正の主な要因 
［連結売上高について］ 

当期のセグメント毎の連結売上高業績予想数値は以下のとおりです。 

セグメント別売上高比較 
不動産情報 

サービス事業
その他事業 合計 

 百万円 百万円 百万円

前 回 発 表 予 想 （Ａ） 12,908 133 13,041 

今 回 修 正 予 想 （Ｂ） 14,135 146 14,282 

増 減 額（Ｂ－Ａ） ＋1,227 ＋13 ＋1,240 

増 減 率（％） ＋9.5 ＋9.9 ＋9.5 

（参考）前年同期実績 11,851 110 11,962 

 

前述のとおり、第２四半期の売上高は不動産情報サービス事業を中心に予想を上回る結果となりまし

た。これを踏まえると、不動産情報サービス事業の売上高は、前回予想比＋1,227百万円、＋9.5％、そ

の他事業の売上高は同＋13百万円、＋9.9％となる見込みです。その結果、通期の売上高を過去最高とな

る14,282百万円（対前回予想比＋1,240百万円、＋9.5％）に修正いたします。 

 

［利益について］  

利益面では、前述のとおり、連結売上高が業績予想を上回る見込みであるため、今期及び来期以降の

売上高の押上げ効果を狙い、不動産情報サービスにおいて更なるブランディングプロモーションの強化

及び個人ユーザーデータベースの開発等へ追加投資をしていくことといたしました。これらによる広告

宣伝費等の費用の増加により、通期の販売管理費は12,100百万円（対前回予想比＋850百万円、＋7.6％）

となる見込みであり、営業利益を1,690百万円（同＋368百万円、＋27.8％）、経常利益を1,687百万円（同

＋372百万円、＋28.4％）、当期純利益を940百万円（同＋199百万円、＋26.8％）と、前回予想では営業

利益及び経常利益については減益予想でしたが、増益予想に修正いたします。 

 

 

５．配当予想の修正について 

 
１株当たり配当金（円） 

第２四半期末 期末 年間 

前  回  予  想 

（平成 25 年５月 14 日） 
0.00 7.90 7.90 

今 回 修 正 予 想（※） 0.00 3.30 3.30 

当 期 実 績 0.00   

前 期 実 績 

（平成 2 5 年３月期） 
0.00 6.50 6.50 

※当社は平成26年１月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施する予定です。 
今回修正予想については当該株式分割の影響を考慮して計算しております。 
株式分割考慮前の１株当たりの年間配当金は9.90円となります。 
なお、株式分割については同日発表の「株式分割及び定款の一部変更のお知らせ」をご覧ください。 

 

 

６．配当予想修正の主な要因 
 当社の配当金は、中長期的な事業計画等を勘案して、毎期の業績に応じた弾力的な成果の配分を行うことを基本

方針としております。当期においては前期同様、連結当期純利益の 20％を配当性向の目途にさせていただく予定

です。また、前述のとおり、平成 26 年１月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施

する予定です。 

これに伴い、上記通期業績予想の修正後の連結当期純利益に基づき、平成 26 年３月期年間の配当予想金額を

検討した結果、１株当たりの予想金額を 3.30 円といたします。分割考慮前の１株当たりの年間配当金は 9.90 円にな

るため、前回予想に比べ、２円の増配となります。 



 
 

 

 

なお、本件は今後様々な要因によって上記予想と異なる結果となる可能性があります。 その際は随時配当性向

20％程度にあたる１株当たり配当予想金額の再検討を行い、速やかに開示させていただきます。 

 

 

（注）業績予想に関する留意事項 

  上記の予想は、現時点において入手可能な情報及び将来の業績に与える不確定要因に関しての仮定を前提としております。実際

の業績は、今後の様々な要因により上記の予想とは異なる可能性があります。 

 

以 上 


